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1．はじめに

中国は国際金融危機から最も早く抜け出した国と言えよう。2009年は9・1％

の経済成長率を実現した。中国のマクロ経済政策は　成長を保持することで

顕著な成果をあげた。中国はビジネスの相手としてみた場合、どのように理

解すればいいか。

温家宝前日は2010年4月14日、国務院常務会議を開き、第・四半期の

経済情勢を分析した。会議は第一四半期の中国の経済情勢についてどのよう
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な認識を持ったか。要約すると次のようになる。

「当面の経済発展環境はなお極めて複雑である。経済の高い成長はかなり大

きな程度にやはり政策刺激の結果である。また、2009年同期の基数がかな

り低いのか原因である。経済回復の過程でまだ多くの矛盾と困難が存在して

いる。幾つかの新しい状況、新しい問題も顕現している。国際的に見ると、

金融危機の影響はなお持続している。いくつかの国の債務リスクははっきり

と現れており、主要な経済体の失業率は高止まりしている。国際的な主要商

品価格は高いレベルで揺れており、貿易保護主義が明らかに台頭しており、

世界経済の回復には不確定性が存在している。国内的に見ると、大きな災害

の発生による情勢は厳しく、農業の好収穫と農民収入増加には多くの制約要

素がある。一部の価格上昇の要素も顕現しており、インフレ見込みが強まっ

た。特に一部の都市の住宅価格の速過ぎる上昇の問題はかなり突出している。

財政金融の潜在的なリスクは無視できない。就業圧力の総体的な継続的増加

と労働者不足という矛盾が併存している。」

会議はこれからやるべきことについて、次のようにまとめている。「経済の

平穏でかなり速い発展を保持することと経済構造調整とインフレ見通しを管

理することの関係をうまく処理することをマクロコントロールの核心とし、

経済発展方式の転変を速め、経済成長の質と効率の向上を突出した位置に置

き、引き続き積極的な財政政策と適度に緩やかな金融政策を継続して実施し、

マクロ経済政策の的確な対応性と弾力性を出来るだけ増強しなければならな

い。」注l）

ビジネス面から見た場合、これからの中国にどのようなビジネスリスクが

あるか。

まず、中国経済の長期的見通しに触れておく必要がある。中国は新興国の

一つとして、今後の発展が見込まれている。しかし、問題も少なくない。ビ

ジネスリスクを考える場合、中国はどのような問題を抱えているかを理解し
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ておく必要がある。

中国の指導者は、これまでの粗放型経済成長方式では、持続的成長は難し

いことをよく理解している。そうであるならば、経済成長方式の転変と経済

構造調整がうまくいくか否かば　今後の中国経済にとって極めて重要である。

中国は2009年が困難な年、2010年は複雑な年と見ている。外部からの

人民元切り上げ圧力も、2010年を複雑な年としている主要な要因といえる。

しかし、人民元の問題は　中国が自主的に決めるとしており、人民元相場形

成メカニズム改革を推進すると、国家主席も、首相も、人民銀行総裁も口を

そろえており、徐々に切り上がっていくと見るべきであろう。

中国にとって外資政策は極めて重要である。経済発展方式の転変加速と、

経済構造調整推進のために、中国は対外開放の基本国策を堅持し、対外開放

を更に拡大し、継続して有効に外資を吸収しようとしている。外商投資企業

のために、更に良好な投資環境を創造し、外商投資企業が中国の科学技術の

イノベーション、産業のレベルアップ、地域協調発展方面で積極的作用を発

揮して欲しいと願っている。それを外国企業側がどのように活用するかが問

題といえよう。

いま、中国経済では金融引き締めがあるのか、あるとすればいつ、どの程

度引き締められるのかに関心がある。一番の問題は　不動産価格高騰とイン

フレの問題であろう。人口大国中国の教育の問題も無視できない。経済成長

では　消費の問題が大きな問題である。財政力が強化されることで　医療や

福祉関係の予算が増えてきた。三農問題はやはり中国経済にとって、解決に

時間のかかる基本問題といえよう。

こうした問題点の一つ　一つについて、取上げていくことで、中国のビジネ

スリスクについてとりまとめてみたい。
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2．中国経済の長期的見通し

国際金融危機のさなかに、国家統計局の馬建堂局長は記者会見で、中国経

済の未来に自信あり、として、自信は次の4点から来ると述べた。

第一一に、中国経済が平穏でかなり速い発展を保持する総体的な枠組みは

変わっていない。それは平和と発展、科学技術等である。

第二に、中国経済がかなり速い発展を持続する深いレベルの要素は変わっ

ていない。

それは工業化、都市化、13億の人口、農業人口の生活改善の欲求等である。

第三に、中国経済が平穏でかなり速い発展を保持する基本条件は変わっ

ていない。それは供給能力の増強、産業体系が比較的整っている、労働力

市場、20兆元以上の庶民の貯蓄、インフラ改善等である。

第四に、中央のマクロコントロール能力が強まっていることである。白2）

国務院発展研究センター主任張玉台氏は　中国にはチャンスと試練がある

として、およそ次のように述べた。

1978年に、中国のGDPは4000億元に達していなかった。一人当たり

GDPは300ドルに達せず、典型的な低収入国家であった。2007年に、中国

のGDPは25兆元に達した。一人当たり平均GDPは2500ドルに近づき、

既に中低収入国家の　一員となった。一般的には　中国経済はまだ引き続き10

年ないし20年高度成長が続く可能性がたいへん大きいと認められている。

ある予想ではさらに楽観的である。中国の工業化、都市化が大体完成する前に、

既に高速道路に入った中国経済には高度成長の勢いを持続的に保持する条件

と潜在力がある。

別の面では、国内の状況から見ると、近年中国の経済社会発展は一連の試

練に両面している。主として、牛産要素のコストがあまねく上昇していること、

資源の制約が日々に強烈になっていること、生態環境を守る任務がさらに重

くなっていること、発展の不均衡が激化していること、収入格差の拡大が社
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会の安定に影響する可能性があること、金融体系のリスクが無視できないこ

と等である。注3）

2009年8月の中国の新聞に、コロンビア大学経済学部教授ジェフエリー・

サックスを訪ねて、という記事があった。サックスは記者に言った。過去30

年間に、中国は世界の歴史上で最も活力を持った経済体になった。中国の世

界での地位は独特である。これは中国が世界で最も多くの人口を有している

だけでなく、さらに中国は世界最大の経済体になりうるからである。このこ

とは今後30年以内に実現する可能性がある。サックスは同時に指摘した。

中国は現在も多くの厳しい試練に直面している。その中で最大の試練は　ど

のように環境を確保して持続可能な発展ができるかである。中国の人出ま世

界の20％を占めているが、土地と水資源はわずかに世界の7％であり、持続

可能な発展は中国にとって極めて重要である。中国経済の発展はなお石炭エ

ネルギーへの依存度が高く、多くの環境問題を引き起こしている。このほかに、

水質汚染問題も非常に厳しく、中国は水資源体系の浄化の面でも巨大な投資

が必要である。これは今後中国が優先的に解決すべき問題の一つである。部）

中国の学者もアメリカの学者も中国の長期的発展の潜在力は認めているが、

克服すべき問題点の多いことも指摘している。

3．経済発展方式の転換と経済構造調整推進

国務院系の『経済日報』紙の評論員が「経済発展方式の転変と経済構造調

整推進を更に重視しよう」と題して、およそ次のように書いている。

「これは11月27日開かれた中共中央政治局会議が2010年の経済工作に

提起した明確な要求であり、現在及び今後、中国が直面する重大な戦略任務

である。回国の経済成長を主として投資、輸出に依存することから、消費、

投資と輸出が協調した牽引に転換しなければならない。主として物資の消耗

の増加に依存することから科学技術の進歩、労働者の素質と管理の刷新に転
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摸しなければならない。

経済回復の基礎はまだ不安定であり、国際金融危機の前途にはまだかなり

大きな不確定性があり、外部需要が落ち込む圧力が依然かなり大きい。積極

的に経済発展方式の転換と経済構造調整を推進しなければならない。

一に、需要の安定増加を保持しなければならない。

二に、重点産業の発展を大いに支持しなければならない。

三に、新興産業の育成を速めなければならない。（エネルギー節約環境保

護、新エネルギー、新材料、新医薬、生物、情報等）

四に、ハイテク産業と装備製造業の発展を速めなければならない。

互に、サービス業を大いに発展させなければならない。」注5）

続いて開かれた中央経済工作会議について、およそ次のように報道されて

いる。

「会議は次のように強調した。明年は第11次5カ年計画の最後の1年であ

り、経済工作をしっかりやることば　国際金融危機の衝撃にさらに有効に対

応し、経済回復の基礎を固め、第12次5カ年計画の始動実施に良好な条件

を創造するために、極めて重要である。

会議は提起した。明年の経済工作の総体的要求は　科学発展観を深く貫徹

実行し、マクロ経済政策の連続性と安定性を保持し、引き続き積極的な財政

政策と適度に緩やかな通貨政策を実施し、新情勢新状況に基づいて政策の的

確な対応と弾力性をできるだけ高め、特に経済成長の質と効率を更に重んじ

て高め、経済成長方式の転換と経済構造の調整を更に重んじて推進し、改革

開放と自主イノベーションを更に重んじて推進し、経済成長の活力と動力を

増強し、民生を更に重んじて改善し、社会の調和安定を保持し、国内国際の

二つの大局を更に重んじて全面的に按配し、努力して経済の平穏でかなり速

い発展を実現する。」洋6）

2009年12月7日に新華網を見たところ、「新華視点」で「中央経済工作
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会議は五大信号を出した」という記事を載せていた。2010年の中国の経済

工作の主要な任務を次の六点にまとめた。

一、マクロコントロール水準を高め、経済の平穏でかなり速い発展を保

持する

二、経済構造調整の力を大きくし、経済発展の質と効率を高める

三、“三農’’発展の基礎をつき固め、内需増加の余地を拡大する

四、経済体制改革を深化させ、経済発展の動力と活力を増強する

五、輸出安定増加を推進し、国際収支均衡を促進する

六、民生を出来るだけ保障し改善し、社会の安定を全力で擁護する

その上で、信号　一として、「発展方式を重点的に転換する」ことをあげている。

国家統計局総経済師眺景源氏は、およそ次のように述べている。「中央経済

工作会議は　2010年の経済工作をしっかりやることは、重点は発展方式転

変の促進であり、経済の平穏でかなり速い発展の保持と経済発展方式の転変

を有機的に統一一一し、発展の中で転変を促し、転変の中で発展を謀ることであ

る。発展方式は中国経済の持続的発展が出来るかどうかの根本的な問題を決

定する。」また、国務院発展研究センター張立軍研究員は、「2010年の重点

が発展方式転変の促進であるということは、長期発展目標と短期成長目標の

有機的結合である。長期にわたり、中国経済発展は投資と輸出に過度に依存

してきた。第二次産業に過度に依存してきた。物資消耗に過度に依存してきた。

‘危機後の時代’に入って、人々の関心はこれまでの経済成長率の高低から経

済成長の質、効率と持続可能性に移った。」としている。

胡錦溝主席は、2010年初に開かれた主要指導幹部研究討論会で、「歴史的

チャンスをしっかりつかんで　歴史的使命を担い、少しも動揺せず経済発展

方式の転変を速めなければならない」と強調した。胡錦溝主席は、およそ次

のように述べている。

「国際金融危機の厳しい衝撃に直面して、三つの重要な判断をした。一に、
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国際金融危機の衝撃で、2009年は新世紀以来の中国経済社会発展の最も困

難な一年となった。われわれは経済の平穏でかなり速い発展を経済工作の主

要な任務としなければならない。二に、国際金融危機は世界経済の中長期発

展の趨勢を根本的に変えるものではなく、われわれは対外開放の基本国策を

堅持しなければならない。三に、わが国経済の当面の平穏でかなり速い発展

を保持することと長期の発展のために良好な条件を有機的に結びつけて、国

際金融危機の衝撃の政策措置が経済の平穏でかなり速い発展を出来るだけ保

持するだけでなく、努力して国際国内の両面からわが国経済の長期発展のた

めに良好な条件を作る。

党の17回大会に経済発展方式転変の戦略任務を速めることを提起した。

経済成長の促進が、主として投資、輸出の牽引に依存することから、消費、

投資、輸出の協調牽引に転変しなければならない。主として第二次産業に依

存することから、第一、第二、第三次産業共同促進に転変しなければならず、

主として物質資源の消耗から主として科学技術の進歩、労働者の素質の向上、

管理イノベーションに転変しなければならない。国際国内経済情勢を総合判

断して、経済発展方式の転変は既に一刻も猶予できない。」

胡錦湊は経済発展方式を転変させる工作について8点の意見を提出した。

第一、経済構造調整を速める。

第二、産業構造調整推進を速める。

第三、自主イノベーション推進を速める。

第四、農業発展方式転変の推進を速める。

第五、生態文明建設推進を速める。

第六、経済社会協調発展推進を速める。

第七、文化産業発展を速める。

第八、対外経済発展方式転変推進を速める。注7）

2010年3月の全人代における温家宝首相の政府活動報告で、2010年の由
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内総生産は8％前後としたが、これは2009年の8．7％より低い。この意味は、

中国は経済の穏やかな回復の良好な基礎の上に、重点は経済成長の質と効率

の向上、経済構造調整の推進、経済発展方式の転変加速に置くことである、

と代表たちは認めている。注8）

中国銀行業監督管理委員会上海監督管理局閻慶民局長は、「金融監督管理は

『構造調整』『転変促進』に力を入れなければならない」として、およそ次の

ように記している。「2010年の中国経済は経済の平穏でかなり速い発展、構

造調整とインフレ予期をうまく管理することの三者の関係を必ずうまく処理

しなければならない。2009年の‘‘成長保持、内需拡大、構造調整’’のコントロー

ル目標と比較すると、‘‘構造調整’’の目標は連続性を保持した。構造調整は経

済発展方式の転変の前提条件である。

2009年に銀行貸出の囲半期別比率は‘‘5311’’であった。これは当時の国

際金融危機の衝撃下で経済を安定させ、自信を強めるために、積極的な働き

をした。2010年は、“3322’’の均衡のとれた貸出のテンポが要求されており、

貸し出しはさらに均衡と適度、そして経済の平穏でかなり速い発展が重んじ

られている。」氾9）

構造調整、転変促進は　銀行の融資面だけでなく、既に各業界で着実に進

められつつある。

2010年3月の「2009年国民経済社会発展計画執行状況と2010年国民経

済と社会発展計画草案の報告」の中の「2009年国民経済発展計画執行状況」

を見ると、およそ次のように記されている。

重点業界の構造改善レベルアップ積極推進。鉄鋼、自動車、造船、石油化

学、軽工業、紡績、非鉄金属、装備製造、電子情報、物流　十大産業調整振

興計画および関連細則の秩序ある実施。自主イノベーションの歩みを速めた。

〈国家中長期科掌技術発展計画綱要（2006－2020年）〉の順調な実施。中央

財政から科学技術への支出は1512億元で、30％増。中央企業は年初の142
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社から129社に調整した。注10）

また、「十大産業調整と振興計画は効果が良好」として、次のような報道も

ある。

「中国の十大産業調整と振興計画は総体として実施の効果は良好である。自

動車、鉄鋼、造船、石油化学、軽工業、紡績、非鉄金属、装備製造、電子情

報はすべて生産大幅下落の局面を転換した。

2009年に、自動車産業の生産販売はそれぞれ40％を超えた。石油化学、

装備製造、軽工業業界の工業増加値は10％以上増加した。紡績業増加値増加

速度は9．5％に達した。電子情報業界の増加値は前年同期比5．3％増加した。

粗鋼生産能力1000万トンを超える大型鉄鋼企業は9社となった。自動車生

産販売が100万台を超える企業集団は5社となった。」注11）

鋼業調整振興計画が産業の連合リストラを推進、として次のような記事が

あった。

「中国は鉄鋼大国である。1996年から、鉄鋼生産量は連続10数年世界第

イ立である。統計によれば　2007年の粗鋼生産量は4．89億トンに達した。

これは世界一であるだけでなく、生産量は第二位から第八位までの合計を超

えて、世界の生産量の36．4％を占めている。2008年1－11月までの粗鋼

生産量は4．62億トンで、前年同期比3．3％増加した。

中国税関統計によれば　2008年に累計で鋼材を5923万トン輸出した。累

計輸出金額は634億ドルとなった。これと同時に、年間で累計、1543万ト

ンの鋼材を輸入した。累計輸入額は234億ドルとなった。輸入鋼材は主とし

て高付加価値の冷延、特厚板、高温合金板等の品種に集中している。

振興計画の中で　国際競争力のある大型および特大型鉄鋼集団を育てなけ

ればならず、集中度を高めなければならないと強調した。即事に、技術改造

を大いに行い、鉄鋼産業の技術進歩を推進しなければならないとした。この

ことは疑いもなく、鉄鋼類上場企業の合併を推進し、大から強への目標を英
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現することになる。」注12）

温家宝首相は、「経済発展方式の転変には、社会事業発展と民生改善を重視

しなければならない」と主要指導幹部研究討論会で発言している。温家宝首

相は、「社会事業を発展させ、民生を改善することは、科学的発展観を深く貫

徹させるための重要な任務と強調した。また、時代の要求に直面して、教育

の発展が重要であると強調した。一流の教育があってこそ、一流の人材を育て、

一流の国家を建設することができると強調した」と述べている。注13）

「経済発展方式の転変」の意味する範囲がかなり広いことを示している。

4．人民元切り上げ圧力

人民元対米ドル相場の歴史を簡単に振り返ってみたい。新中国成立からし

ばらく経った1955年から1971年12月まで、中国人民元の対米ドル相場は

100米ドルが246．18元であった。

1950年には朝鮮戦争が勃発した。米国は敵産管理法を作り、中国の在米

ドル資産を凍結した。貿易決済に米ドルが使えなくなり、貿易は主として英

ポンドで決済されるようになった。米ドルが決済に使われないのに、なぜ人

民元対米ドル相場が決まっていたのか。

固定相場制の時代に人民元が安定した通貨であるということは、金に対す

る価値を変えないことであった。1967年11月、英ポンドは14．3％切り下

げた。そこで人民元対英ポンド相場が調整され、100ポンド＝689．30元が

590．80元となった。計算式は次のようになる。

98．40／689．30×100＝14．3

1971年8月、米国のニクソン大統領は新経済政策を実行し、米ドルの金

交換停止を発表した。これをニクソン・ショックという。

1971年12月、米国ワシントンのスミソニアン博物館で、世界各国の蔵相

が集まり、多角的通貨調整が行われ、米ドルは7．9％切り下げた。人民元は
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金に対する価値を変更しなかったので、人民元対ドル相場の調整がおこなわ

れた。100ドル＝246．18元が226．73元となった。計算式は次のようになる。

19．45／246．18×100＝7．9

1973年2月、西側諸国は変動相場制へ移行した。これにより、ブレトンウッ

ズ体制は崩壊した。このため、人民元も西側通貨の日々の動きに影響される

ようになった。

人民元は、比較的強い西側通貨と同様な動きをした。中国が改革開放政策

を採るようになると、輸出促進のために、人民元の対米ドル相場は徐々に切

り下げざるを得なくなった。

1994年1月、外為体制改革が行われ、人民元為替相場の一本化が実施された。

人民元相場は‘‘市場の需給を基礎とした単一一一の管理された変動相場制’’と

なった。1993年末に、公定相場は1ドル＝5．8元であり、外貨調整センター

相場は1ドル＝8．7元であったが、これを1ドル＝8．7元に統一した。当時、

公定相場の使われた割合は全体の2割であり、外貨調整センター相場の使わ

れた割合は全体の8割といわれた。したがって、1ドル＝8．7元とする人民

元対ドル相場は人民元の下げすぎであった。

人民元対米ドル相場は、1994年1月に1ドルが8．7元に統一された後、徐々

に上昇し、1997年から2005年7月までは、切り下げの可能性、切り上げ

の可能性があるとされたものの、1ドルが8．27－8．28元で動かなかった。そ

のため、人民元相場は固定相場制と理解した人も少なくなかった。

2005年7月21日、人民元相場形成メカニズム改革が行われた。人民元対

ドル相場は2％切り上げとなり、1ドル＝8．11元となった。人民元相場は、“市

場の需給を基礎とした、通貨バスケットを参考にして調整する管理された変

動相場制’’となった。

7月21日に行われた人民元相場形成メカニズムの改革は、2％の切り上げ

だったが、メカニズムが変わり、市場経済の国の外為市場に近づいてきた。
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人民元相場は　短期的には上がるか下がるかわからない為替相場となった。

ここで、2005年末以降の人民元対米ドル相場の推移を取りまとめておき

たい。

2005年末相場　　8．0702元　　前年比　2．56％上昇

2006年末　　　　7．8087元　　　　　　3．35％上昇

2007年末　　　　7．3046元　　　　　　6．9％上昇

2008年末　　　　6．8346元　　　　　　6．9％上昇

2009年末　　　　6．8282元　　　　　　0．1％上昇

本稿執筆時点の4月29日の中国人民銀行の人民元対米ドル公表中間値は

1米ドルが6．8265元となっている。

人民元対米ドル相場は　2008年後半から殆ど上がらなくなった。この主

な理由は、国際金融危機の発生といえよう。

2010年の全人代開催中の記者会見で　局中川中国人民銀行総裁はおよそ

次のような趣旨の発言をしている。「人民元為替相場形成メカニズムは、絶え

ず変化し、改善の過程にある。2005年7月以来、中国は市場の需給を基礎

とする、通貨バスケットを参考にした、管理された変動相場制を実行してき

た。為替相場は、合理的で均衡の取れた水準で　基本的安定を保持している。

ただし特殊な段階を排除しない。例えば危機の条件下で　特殊な為替相場形

成メカニズムを含む、特殊な政策をとることである。これは危機に対応する

一・達の政策の中の、一つの組成部分である。」注1‘4）

つまり、周小川中国人民銀行総裁は、今は危機対応の政策を採っている特

殊な段階だといっている。決して切り上げないとは言っていない。

この時期に、市場参加者の相場予想を映す人民元先物（1年物、ノン・デ

リバラブル・フォワード＝NDF）は3月12日夕時点で1ドル＝6．62元台

前半。2月上旬に付けた直近の安値（6．67元台後半）を底に上昇に転じてい

る。注15）
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2010年3月の全人代終了時の温家宝首相の記者会見で、温首相は人民元

について、およそ次のように発言している。

「第一日こ、私は人民元が過小評価されていないと考える。昨年37カ国の中

国に対する輸出状況をみると、うち16カ国は中国に対する輸出が増加した。

つまりEUは輸出が総体として20．3％下降したが、中国に対する輸出は1．53％

下がっただけである。ドイツの例をあげると、昨年ドイツの中国への輸出は

760億ユーロで、史上最高であった。米国は昨年輸出が17％下降した。ただし、

中国への輸出は0．22％下がっただけである。中国はすでに日本、韓国を含む

周辺国家の主要な輸出市場となった。また欧米の主要な輸出市場となった。

第二に、国際金融危機が爆発し、蔓延している期間に、人民元相場は基本

的安定を保持して、世界経済の回復に重要な貢献をした。2005年7月から

現在まで、人民元相場は米ドルに対して21％上昇した。実効相場は16％上

昇した。2008年7月から2009年2月まで　つまり世界経済が極めて困難

な時期に、人民元は切り下がらなかった。実効相場は14．5％切りあがった。

この期間、2009年、に中国の輸出は16％下降した。ただし輸入は11％下がっ

ただけである。黒字は1030億ドル減少した。

第三に、一国の為替相場形成メカニズムは一国の経済が決めるものである。

為替相場の変動も、経済の総合的状況が決めるものである。

第四に、人民元は引き続き市場の需給を基礎とし、管理された変動相場制

度を堅持し、われわれはさらに人民元相場形成メカニズム改革を推進し、人

民元相場が合理的で均衡の取れた水準での基本的安定を保持する。注16）

温家宝首相は、人民元が過小評価されていないことを強調するとともに、

人民元為替相場形成メカニズム改革を推進するとしている。そうすることに

よって、人民元が合理的で均衡の取れた水準で安定させるとしている。温家

宝首相の発言も、人民元を切り上げないとは言っていない。為替相場形成メ

カニズム改革とは　結局、需要と供給が、より適切に反映される方向だから
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である。

2010年4月の、ワシントンでの胡錦溝主席とオハマ大統領の会見で、両

国の経済貿易関係の話になったとき　胡錦濡主席は次のように指摘した。「人

民元切り上げで中米貿易不均衡問題を解決できないだけでなく、米国の就業

問題も解決できない。中国側は対米貿易黒字を求めるつもりも無いだけでな

く、更に措置を講じて米国から輸入を増やし、両国の貿易均衡を促進したい。」

また、胡錦濡主席は次のように強調した。「中国側が人民元相場形成メカニズ

ム改革推進の方向は確固として変わらない。これは我々自身の経済社会発展

の必要に基づく。具体的な改革措置は世界経済情勢の発展変化と中国経済運

営状況を統　一的に考慮する。とりわけ外部の圧力のもとで推進することはあ

りえない。」注17）

胡錦濡主席も人民元相場形成メカニズム改革推進を明言している。外部の

圧力で切り上げることは無いが、やはり需給関係を適切に反映する方向が改

革の方向であり、徐々に切り上がることを否定するものではない。

2010年に人民元対米ドル相場はどの程度切りとがるか。2005年以来の相

場の動きから見れば、おそらく3－5％であろう。

2010年5月の北京における閣僚級による米中戦略・経済対話の前、ある

いは6月のカナダ・トロントで20カ国・地域（G20）首脳会談の前あたりに、

人民元対米ドル相場に動きがあるとの予想もあった（注18）が、それでは米国

の圧力で動かしたとも取られかねないので、実際の動きは、6月以降のなる

可能性がある。

ここで、人民元問題の論点をより明確にするために、2009年12月以来の、

人民元問題に関する報道を時系列的に並べてみたい。

2009年12月、温家宝首相が新華社記者との単独インタビューで、およそ

次のように述べた。

「人民元切り上げの圧力は益々大きい。1998年の金融危機のときに、われ
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われは人民元の貨幣価値の安定を保持して、国際社会に大きな貢献をした。

今日、われわれは世界の主要通貨が切り下がる状況の下で、人民元の貨幣価

値の基本的安定を保持することば　国際社会に対する貢献と考える。」「各種

の圧力がわれわれに切り上げを迫っているが、われわれは決してそれに答え

ない。私はかって外国の友人にこのような話しをした。あなた方は　一面で

は人民元の切り上げを要求し、別の面では種々の貿易保護主義をとり、実質

は中国の発展を抑制しようとしている。人民元問題はおそらく来年、われわ

れが対外経済工作で直面する1つの重大な課題であろう。」注19）

2009年12用こ、温家宝首相は　人民元切り出ヂ圧力をかなり強く感じて

いたことがわかる。

ダボスフォーラム年次総会は2010年1月31日閉幕した。総会期間中、

特に国際金融と人民元為替相場問題が注目された。1月28日、中国国務院李

克強副総理はダボスで　知名な企業家との対話会に出席した時に、人民元為

替相場問題に直面し、中国は合理的で均衡の取れた水準で人民元相場を安定

させること自身が世界経済に対する積極的貢献であると述べた。

李克強副総理は、外請が萎縮し、輸出が急激に下降したので、中国政府は

積極的財政政策と適度に緩やかな通貨政策を実施した。これは内需拡大に立

脚し、とりわけ個人消費を刺激するためである。2009年末までに、中国は

年間で輸出が16％下降した。但し、年間の中国の輸入額は1兆ドルに達し、

11．2％下がっただけであった。中国のGDPの増加量は3800億ドルに達し、世

界のGDPの下降幅を緩やかにした。中国の内需拡大は、中国経済金融およ

び人民元相場安定と切り離せない。注20）

2010年3月になると、人民元問題に益々関心が集まった。外交部スポー

クスマン秦剛氏は　次のように強調した。「人民元相場は中米貿易不均衡の主

要な原因ではない。中国が　米国に輸出した多くの製品は　現在すでに米国

で生産されないものである。もし中国がこれらの製品を輸出しなければ　そ
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の他の国もこの市場シェアをうめるであろう。中国は貿易黒字を追求しない。

我々は双方の貿易を発展させ、双方の貿易が総体としてバランスすることを

主張する。これには双方の共同の努力による。」注21）

国務院発展研究センターが主催した‘‘中国発展ハイレベル・シンポジウム

2010’’に出席した一部の専門家、学者は、人民元の切上げは世界経済のバラ

ンス失調問題を解決するには無益であり、しかも短期内に人民元を大幅に切

り上げれば各方面に不利な影響を与える、と表明した。

米国コロンビア大学教授でノーベル賞受賞者のステイダ）ゾソは次のよう

に述べている。「為替相場の調整は　とりわけ米国と中国の問の為替相場の調

整は、米国の各国との貿易赤字の状況を解決するにはあまり大きな助けとな

らないばかりか、かえって新しい問題をひきおこす可能性がある。紡績と服

装を例に取れば　もし米国が中国から輸入しなければ　バングラデソシュ、

パキスタン等から輸入するであろう。従って、人民元の切上げは　米国の世

界貿易での地位には影響は無いであろう。米国の就業問題にもあまり大きな

助けとならないであろう。」洋22）

中国商務部鐘山副部長は　3月24日中田の駐米国大使館で内外記者会見を

した際に、次のような点を述べた。

・日下中米経済貿易関係で、直面する最大の試練は貿易保護主義と中米

経済貿易問題の政治化である。

・人民元切り上げを迫っても、決して米国の貿易赤字と就業問題を解決

できない。

・人民元切り上げは米中間の貿易不均衡問題を解決できない。2005年7

月から、2008年7月までに人民元は21％切りあがった。だが、中国の

米国に対する貿易黒字は大幅に増加した。2009年に対米ドル相場が相

対的に安定後、中米貿易黒字は減少している。2009年に、中国の輸出

入貿易は13．9％下降した。人民元相場は貿易均衡を解決する唯一の万
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法ではない。注23）

中国外貨取引センターが公布する人民元対米ドル中間値は　2010年3月

末から連続5取引日小幅上昇し、4月2日には682．2となり、2009年5月

25日以来の高値となった。商務部陳徳銘部長（大臣）は　3月30日に商務

部のホームページに、署名入りで、次のように指摘した。

人民元相場は、中米貿易不均衡問題を解決できない。2005年から2008

年までに、人民元は対米ドルで累計21．1％切りあがった。同時期に、米国貿

易の対中赤字は年平均21．6％増加した。これは史上最大の規模で　赤字の増

加が最も速い時期であった。2009年は人民元の対米ドル相場は安定したが、

米国の対中貿易赤字は16．1％下降した。このことから、貿易の流れを決定す

る要素は市場の需給関係であり、為替相場ではない。注24）

ガイトナー米財務長官は4月3日、中国を「為替操作国」に認定するかど

うかの報告を当初予定の4月15日から先送りすると発表した。猶予期間は

3カ月o　じっと出方を待つ米国に対し、2年近くほぼ静止してきた人民元相

場の変動に中国が応じるとの見方が広がっている。

米財務省が3日、主要国・地域の為替政策に関する半期報告書の提出を延

期すると発表したことで　米議会の反発が広がりそうだ

ガイトナー米財務長官は同日の声明で「市場原理に沿った為替相場への改

革が不可欠だ」と指摘。基本的には人民元の切上げを促す姿勢を示した。ただ

5月の米中戦略・経済対話や6月下旬の20カ国・地域（G20）首脳会議を通じ、

実質的な前進を目指すべきだとの認識も表明した。注25）

ガイトナー米財務長官は4月8臣急遽北京を訪れ、中国の当局者と会談

した。その直後、米財務省と国営新華社は米中間で担当閣僚が「両国の経済

関係、世界の経済情勢、5月に北京で開く米中戦略・経済対話について意見

交換した」と、ほぼ同じ表現で結果を説明した。注26）
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5．中国の外資政策

中国の陳徳銘商務部長は、企業家との対話で、中国はいま経済発展方式の

転変を速めて、経済構造調整を推進していると特に強調した。この過程で、

中国は対外開放の基本国策を堅持し、対外開放を更に拡大し、継続して有効

に外資を吸収し、外商投資企業のために、更に良好な投資環境を創造し、外

商投資企業が科学技術のイノベーション、産業のレベルアップ、地域協調発

展方面で積極的作用を更によく発揮できるようにする、とした。注27）

この陳徳銘商務部長の発言は、本音と言ってよいであろう。中国政府網は

4月13日、〈国務院の外資利用工作を更によく行うことについての若干の意

見）を発布した。〈若干の意見〉は中国の経済発展の必要に基づいて、〈外商

投資産業指導目録）を修訂すること、開放領域を拡大すること、外資が高い

レベルの製造業、ハイテク、現代サービス業、新エネルギーとエネルギー節

約環境保護産業への投資を奨励することを提起した。〈若干の意見〉ば　全文

約2000字で、20条の措置を提起した。その中には、‘‘外資利用構造の改善’’、

‘‘外資が中西部地区に向かうことと投資を増加させるようにするこど’、‘‘外資

利用方式の多様化促進’’、‘‘外商投資管理体制改革の深化’’、“良好な投資環境

を作り上げるこど’等の五大問題が含まれている。

外資利用方式の多様化促進のために、〈若干の意見〉は、外資が資本参加、

買収等の方式で国内企業の改組改造と合併リストラを行うことを奨励してい

る。条件に符合する外商投資企業が域内で株式を公開発行すること、企業債

と中期手形を発行することを支持する。域内で人民元債券を発行する域外主

体の範囲を徐々に拡大する。外商が中西部地区で環境保護の要求に符合する

労働集約型産業を発展させることを奨励する。沌28）

中国にとって、外資吸収は中国の対外開放基本国策の重要な内容である。

2010年3月現在、外商の対中直接投資で設立した企業は累計69万社近く、

実際に使用した外資は1兆ドルを超え、中国は連続17年間発展途上国の首
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位である。最近、中国米国商工会議所が出したく2010年商務環境調査報告）

によれば、2009年に71％の米国資本企業が利益を上げ、82％の企業が対

中ビジネスを楽観的に見て、91％の企業が今後5年の発展を楽観視してい

る。注29）

‘‘2010中国発展ハイレベルシンポジウム’’で、中国は更に開放の広さと深

さを更に拡大し、外資利用の質と水準を高める、と陳徳銘商務部長は述べた。

陳徳銘部長は「中国の工業化、都市化の推進が加速化されるに従い、経済成

長のために、一つの長期かつ大きな内需市場を開放した。中国で投資する多

国籍企業は中国の企業法人であり、彼らの製品は“Madein China’’である。

その他の企業と共同で、この巨大な市場のチャンスを分かち合う。」と述べた。

中国米国商工会議所の会員企業に対する調査では　2008年には74％の会員

企業が利益を上げたという。

中国米国商工会議所、米中貿易全国委員会、上海米国商工会議所等米国資

本の企業組織の調査によれば、絶対多数の企業は中国での経営の目標は中国

市場に入るか、中国市場にサービスすることであり、中国で輸出製晶を作る

ことではない。1600余社の企業と個人会員の華南米国商工会議所は最近、

〈2010年中国ビジネス環境白書〉で　その9割の会員企業が目下の中国のビ

ジネス環境にかなり満足している。注30）

2009年末現在、中国で批准設立した外商投資企業は累計68．3万社、実際

の外商直接投資額9454．4億ドル。2009年の外商投資企業の工業生産額、税収、

輸出はそれぞれ全国の28％、22．7％と55．9％。直接吸収した就業は4500万人。

中国はサービス業が相対的に遅れており、外商が引き続きサービス業、特に

現代サービス業に投資することを奨励する。サービス業の開放拡大をしなけ

ればならない。洋31）

2009年1月8印こ出された〈珠江三角州地区改革発展規画綱要（2008－2020

年））は、珠江三角州地区の改革発展のため、科学発展モデルを探る試験区等
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五大戦略を確定した。五大戦闘釦ま、科学発展モデルを探る試験区、改革深化

の先行区、開放拡大の重要な国際的門戸、世界先進製造業と現代サービス業

の基地、全国の重要な経済センターである。珠江三角州地区の範囲は　広東

省の広州、深別、珠海、傭JJ、江門、束莞、中山、恵州と肇慶等9つの市で

ある。〈珠江三角州地区改革発展規画綱要（2008－2020年））が掘起した目

標は、2020年に珠江三角州地区は、率先して基本的に現代化を実現し、都

市農村住民の収入水準は2012年に比して倍増する。平均寿命は80歳に達す

る。上述の計画（規画）によれば　2020年に、珠江三角州地区は　基本的

に完全な社会主義市場経済体制を建立し、サービス業の増加値の比率は60％

に達する。2020年に珠江三角州地区の平均一人当たりGDPは135000元に

達する。都市化率は85％前後に達する。規両では　2012年には上述の地区

の一人当たり平均GDPは80000元で　サービス業の増加値の比率は53％、

平均寿命は78歳、都市化水準は80％以上になる。注32）

最近の中国の外資利用は　製造業は若干減少し、サービス業が増えてい

る。商務部によれば　2010年1－3月に中国が実際に利用した外資金額

は234．43億ドルで前年同期比7．65％増、1－3月の全国で新しく批准され

た外商投資企業は5459社で、前年同期比19．87％増加した。実際に使用し

た外資は2009年8月から連続8か月増加となっている。1－3月に中国の

製造業が実際に使用した外資は111億ドルで　前年同期比10・3％減少した。

サービス業が実際に使用した外資は106億ドルで、前年同期比25．4％増加し

た。注籾

日本の景気は外需主導で回復している。中国を含む新興国の高成長に支え

られ、企業の輸出が拡大している。日本企業復活への課題の重要度は企業で

は①新収益源確立　②コスト低減、③高付加価値化、④新興市場開拓等とさ

れる。注34）

中国が対外開放してからしばらくの間は、中国は安い労働力を利用した、
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ものつくりの場所であった。しかし、今や中国にも多くの富豪が出るように

なり、市場としての重要性が益々高まっている。ボストンコンサルティング

の出した2009年世界富豪報告では　2008年に中国の100万ドルの金融資

産（不動産と企業価値を含まず）家庭の数は41．7万戸であった。この数値は

既にドイツと英国を超えて世界第三位となっている。しかし、米国の富裕家

庭の数量は中国の9倍以上ある。注約

6．不動産価格高騰とインフレ抑制

2009年の経済成長率は8．7％となった。2009年の季別に見ると、1－3

月6・2％、4－6月7．9％、7－9月9．1％、10－12月10．7％となった。固

定資本形成総額は快速で増加した。2009年の全社会固定資産投資30．1％

増加は1994年以来の最高増加速度である。1985年は38．8％増、1992年

は44・4％増、1993年は61．8％増であった。こうした中で、不動産業はか

なり速い成長をした。2009年1－2月は商品建物販売面積が2008年の

‾19・7％から－0・3％となった。1－3月はプラスになった。1－6月は

31・7％増となった。1－9月は44．8％増となった。1－11月は53．0％増となっ

た。年間の増加速度は42．1％増となった。注36）

中国人民銀行は2010年3月31日、中央銀行金融政策委員会2010年第

一四半期例会内容を発表した。それによれば　会議は次のように強調した。

引き続き適度に緩やかな金融政策を実施し、多種の金融政策ツールを弾力的

に運用し、銀行体系の流動性が合理的なゆとりがあるようにし、通貨貸出総

量が適度に増加するようにしなければならない。会議は次のように提起した。

経済の平穏でかなり速い発展の保持と、経済構造調整とインフレの関係うま

く処理しなければならない。

会議は提起した。商業銀行は努力して、貸出資金の相対的に均衡した貸出

を行い、年間の通貨貸出コントロール目標の実現を促進しなければならない。
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会議は強調した。経済発展方式の転変と経済構造調整に対する金融支援を

強化しなければならない。注37）

経済発展、経済構造調整とインフレの関係をうまく処理するために、中国

人民銀行は、2010年1月と2月に預金準備率を引き上げた。3年もの中央

銀行手形を発行し、過剰流動性を吸収した。貸出の速すぎる増加を抑制し、

年間7．5兆元の貸出目標に対して、1－3月は2．6兆元でなんとか抑えた。

こうした努力で、消費者物価指数（CPI）も年間の目標である3％以内に収

まっている。しかし、不動産価格は、高騰しており、国営通信社の新華社は

2010年3月28日から4月2日まで、連続6日間不動産問題についての評

論を出し、不動産投機、腐敗等の内容に触れ、矛先を地方政府に向け、地方

政府の土地財政及び腐敗が生んだ高い地価、高い住宅価格を病烈に批判した。

民衆は中央政府の政策努力を見て、一・点の希望を感じ、それが失望に変わっ

たことも数知れない。2009年末だけから見ても、中央政府は住宅転売の営

業税徴収年限の延長等いくつものコントロール政策を出した。しかし、これ

らの政策は不動産価格上昇の勢いを止められないようだ。異常に高い不動産

価格は多くの人の指摘するところであり、この共通認識の下で、たとえどの

政策でも、どの評論でもすぐには効果がなくても、堅持しつづければ必ず影

響があると期待されている。注籾

専門家によれば、目下商品建物の増加量では、見込まれる需要量を満足さ

せることは出来ない。中国では2009年に1100万の家庭が増えたが、2009

年に提供された住宅は440万に過ぎなかった。半分近い需要を満たしただけ

だった。北京の状況もこのようなものだ。目下、都市部の需要はたいへん強い。

しかも、中国はいま高速で都市化の過程にあり、今後10年ないし20年のう

ちに、中国の都市化は中等先進国の水準に到達する。従って、現段階はまさ

に不動産需要が高速で増加の段階にある。別の両では、インフレの予期がはっ

きり見える。インフレ予期のもとで、固定資産投資として、不動産は価値保存、
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価値増加の効能が大きくなる。注39）

国務院は2010年4月17日、通知を出して、次のように要求した。

・商品住宅価格が高すぎ、価格上昇が速すぎ、供給がタイトな地区で

は、商業銀行はリスクの状況に応じて、三番目或いはそれ以上の住宅

購入の住宅ローンを暫定的にストップする。

・地方人民政府は臨時の措置を講じて、一定期間内に住宅購入数を限定

する。

・財政部、税務総局は個人の合理的な住宅消費と個人不動産収益を調節

する税収政策を制定する。植0）

2009年の不動産開発投資は36232億元で前年比16．1％増、商品建物販売

面積は93713万平方メートル、前年比42．1％増、商品建物販売額は43995

億元、前年比75．5％増、商品建物販売面積と販売額はどちらも史上最高となっ

た。

一部の都市の不動産価格の速すぎる上昇を制止し、不動産市場の安定健康

な発展を保持するために、中央政府は2009年末、供給増加、投機抑制、監

督管理強化、保障建物建設推進等の措置を発表した。2010年初めには、《国

務院弁公庁の不動産市場の平穏で健康な発展についての通知〉を出し、不動

産市場コントロールの11条の具体的措置を明らかにした。

上述のコントロール措置の不動産価格への影響については、二つの異なる

判断がされている。一つは　中国はいま都市化の加速発展段階で　住宅の需

要は旺盛であり、同時にインフレが予想されており、住民の不動産への投資

意欲は減っておらず、国外のホットマネーも機をうかがっている。これらの

要素で中国の不動産価格は引き続き上昇する。しかし、将来の上昇幅はある

程度緩和されるであろう。もう一つの見方は、不動産価格は2009年に快速

で上昇したので、　主部の地区ではひどいバブルとなっており、あたらしいコ

ントロールのもとで、不動産価格は早晩下落する。洋子11）
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2010年4月に入り、都市農村建設部は不動産市場の監督管理の力を強化

している。

完成前に販売する許可を取得したプロジェクトでなければ　開発商は手付

け金や予約金を受け取ってはならず、住宅購入実名制を厳格に実行し、購入

後勝手に名前を変更してはならない等である。注／12）

通貨貸出増加は平常な状態に回帰しつつある。1－3）自こM2は22．5％増

加した。累計であたらしく増加した人民元各種貸出は2．6兆元で　前年同期

よりも1．98億元増え方が少なかった。しかし、不動産貸出は引き続き増加し、

1－3月に新しく増えたのは8457億元で、3月未残高は前年同期比44．3％

増えた。個人住宅購入貸し付けは5227億元新しく増えて、3月末残高は前

年同期比53．4％増加した。汁子持）

2009年11月以来、消費者物価指数（CPI）は、前年同期比既に連続4カ

月上昇した。今年1－2月分、CPIは2．1％上昇した。うち1月分は前年同

期比1．5％上昇した。2月分は前年同期比2．7％上昇した。1－3月の住民消

費価格前年同期比2．2％上昇、うち都市部2．1％上昇、農村2．4％上昇となっ

ている。

CPIは上昇しているものの目標の3％以内であり、不動産価格高騰や不動

産関係貸出の状況が、今後の金融政策に影響してくるものと見られ、今後の

動向が注目される。

中央銀行が2010年2月1日に出したく2009年度第四四半期金融政策執

行報告）によれば　2010年のM2の増加予想は17％前後で　2009年末の

M2残高は60．6兆元であった。2010年はできるだけ貸出総量適度、テンポ

均衡、構造改善をしなければならない、とされている。

2010年のさらに複雑な情勢に直面して、実体経済の貸出蕎要に基づいて、

さらにバランスを重視し、貸出のテンポを把握し、貸し出しサービスを改善し、

貸出のテンポをできるだけ改善しなければならない。2009年末のhl12とM1
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はそれぞれ27．7％と32．4％増加し、それぞれ1996年と1993年以来最高で

あった。年間で新しく増えた人民元貸出は9．59兆元で、前年同期よりも4．69

兆元多く増え、増加速度は31．7％であった。2009午年央以来、中央銀行は

さらに窓口指導を強化した。7月初めには1年物の中央銀行手形を発行し、

流動性回収の力を大きくした。政策執行報告によれば　2010年は経済の平

穏でかなり速い成長を保持することと、経済構造を調整することとインフレ

懸念をうまく管理することとの関係をうまく処理し、経済発展方式の転変を

促進しなければならない。2010年は　金融の条件を徐々に危機対策の状態

から通常の水準に戻さなければならない。このため、中央銀行金融政策執行

報告は　具体的措置を提出した。その主な点は次の通りである。

・貸出資金は重点的に建設中のプロジェクトを支持するのに用いる。

・貸出期限構造を改善する。新しく増加する中長期貸出の比率を2009年

よりある程度引き下げる。

‘‘二農’’に対する貸出を引き続き増やす。

・小企業と民営企業への貸出を大いに増加させる。

・個人消費貸出を引き続き発展させる。注44）

7．教育について

今後の中国で注目すべきことの一つは教育であろう。人口大国中国にとっ

て、人口が多いことは、大きな負担であったが、それが教育によって次第に

中国にとって、資源に代わりつつある。

中国は、国家中長期教育改革と発展計画綱要（2010－2020）を作っており、

教育事業発展主要目標は次の通りとなっている。

高校段階の教育

2009年　在校生　　4624万人　　同世代の入学率　　79．2％

2020年　　　　　　4700万人　　　　　　　　　　　　90．0％
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大学教育

2009年　在校生　　2826万人　　同世代の入学率　　24．2％

2020年　　　　　3300万人　　　　　　　　　40．0％注45）

上述の教育計画綱要‘‘高等教育編”によれば　2020年には同世代の入学

率は40％となる。主要労働年齢人口中高等教育を受けた比率は20％以上に

達する。10年後には中国で高等教育を受けた人は2億に達する。注46）

中国の都市農村の無償の義務教育段階の1．6億余の学生の学費雑費が全部

免除となり、都市農村の無償の義務教育が全面的に実現した。2008年に、

中国には小学校が合計30．09万か所、在校生が1．0億人、初級中学が5．79万

か所、在校生が5584万人いた。全国の小学校の純入学率が99．5％に達し、

初級中学の入学率は98．5％に達した。青壮年の不識字率は3．58％まで下落し

た。注／周

周済教育部長は1965年に大学に入学した。“文革”前の最後の大学生であ

る。その年に全国大学の募集人員は20万人であった。1978年に大学院修士

課程に入った。この年の大学募集人員は27．3万人であった。1998年に大学

学長になった。このときの募集人員は108万人であった。現在、建国60周

年の際に、中国の大学生募集人員は600余万人となった。目下、中国の15

歳以上の人口と新しく増加する労働力の受けた平均数育年限はそれぞれ8．5

年と11年を超えている。高等教育の学歴の従業人員は8200万人に達した。

中国は人口大国から人力資源大国に転換する目標を実現した。いま重い人口

の負担を巨大な人力資源の優位に転化しつつある。海外で既に4000万人が

中国語を学んでいる。世界で249の孔子学院を作った。教育は既に中国のソ

フトパワーの重要な窓口となった。注48）

大学の募集人員が年々増加しており、2020年に高校入学者数が現在と同

じであれば、2020年に大学は全人時代を迎えることになる。日本は留学生

受入れ30万人計画を作っているが、2020年に留学生30万人は中国の大学
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学部生の1％に相当することになる。

8．消費について

消費は“成長維持”を支える重要な支柱といえる。商務部スポークスマン

眺堅氏は　2009年に年間の消費の経済成長に対する貢献率は50％以上に達

し、2008年よりもおよそ6％高くなるとした。眺堅氏によれば　2009年12

月に商務部が調査した千社の重点小売企業の小売総額は前年同期比15．2％増

となり、11月よりも1．8％速くなり、2008年の同期よりも10．3％速くなっ

た。価格要素を除いて、2009年の社会消費物資小売総額の実際の増加速度

は1986年以来の最高水準となる。

2009年の消費市場が加速回復の態勢にあるのは、一に個人の消費構造の

レベルアップ、二に農村消費が年間で都市よりも速くなったこと、三に環境

にやさしい消費が発展していることによる。

眺堅氏は消費市場が快速で回復しているのは、主として四つの面が原因で

あるとした。一に政策の牽引作用で1．6リッター以下の乗用車の車両購入

税を半額にしたこと、家電、自動車下郷および占いものを新しいものと換え

る等の消費刺激策である。二に、流通網の改善。農産品の流通を促進し、農

村消費を拡大した。三に、消費環境の更なる改善である。突発事件での市場

の異常な波動に対し市場の平穏な運行を保障した。四に、大いに販売促進活

動をした。

2010年を展望し、商務部は、個人の収入をさらに引き上げ　保障体系を

改善し、2009年の政策を引き続き実施し、消費市場が引き続き、阜暖でかな

り速い発展の態勢を保持できるようにするとしている。注ユ9）

2009年に、中国で年間の社会消費物資小売総額は12．53兆元となった。

前年同期比15．5％増、価格要素を除いて、実際の増加は16．9％であった。

2009年の8．7％の成長率のうち、消費がけん引したのは4．6％で　貢献率は
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52．5％であった。2009年に農村社会消費物資小売総額は4兆元を突破した。

パソコン、エアコン、カメラ、冷蔵庫、携帯、自動車等の消費需要は2009

年の農村消費のホットポイントとなった。そのうち、農村自動車販売量は

200万台を超えた。前年同期比85％増であった。注50）

2009年の中国の社会消費物資小売総額は12．53兆元で、前年比15．5％増

えた。価格要素を控除して実際の増加は16．9％であった。増加幅は前年比

2．1％高くなり、1986年以来最高水準となった。そのうち、農村消費は前年

比15．7％増、増加幅は都市よりも0．2％速くなった。

自動車下郷政策は2010年年末まで続けられる。モーターバイク下郷政策

は2013年1月31日まで続けられる。今年の自動車の買い替えの補助基準

は、3000元から6000元までが5000元から18000元までに引き上げられ

る。家電の買い替えは昨年の基礎の上に、引き続きテスト範囲を拡大する。

1600cc以下の小排気量の乗用車の車両購入税は7．5％の税率で2010年末ま

で徴収される。注51）

中国では、個人所得税調整が明らかに個人の税負担を軽減している。2008

年の個人所得税調整はつきのとおりであった。

・貯蓄預金利息の個人所得税率を20％から5％に調整した。個人所得税

収が300億元前後減少。

・株主の証券資金勘定の利息徴収を暫定的に免除する。個人が波川地震

災害区に寄付した場合、税引き前に全額控除することを認める。個人

所得税34億元減少。

・個人所得税の賃金、俸給所得の費用控除の基準を毎月1600元から

2000元に引き上げた。個人所得税が約300億元減少。これによりサ

ラリーマン階層の納税者の比率は50％前後から30％前後に減少し

た。江52）
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9，財政について

中国の財政力が徐々に強化されてきたことで、最近は民生関係の予算が増

えてきた。

国家税務局によれば、2009年の全国税収は63104億元となった。前年よ

りも5241億元増加し、9．1％増加した。統計には関税、船舶トン税、耕地占

用税と契約税は含まず、成品油の税費用改革と巻きタバコの消費税政策調整

で直接増加した消費税収入を控除した後、全国税収収入増加は5．5％となる。

主要な税種からみると、国内増値税は18820億元で3．8％増、国内消費税

は4761億元で85．4％増、営業税は9015億元で18．2％増、車両購入税は

1164億元で17．6％増、企業所得税は12157億元で0．3％下降、個人所得税

は3944億元で5．9％増、証券取引印紙税は514億元で47．9％下降、税関が

代理徴収した輸入税は7747億元で4．6％増。このほか、輸出税還付は6487

億元で10．6％増となっている。注53）

中国の税収は間接税が多く、直接税が少ない。特に個人所得税の比率が小

さいことが注目される。

2010年3月の全人代開会中の記者会見で　謝旭人財政部長は「赤字問題

については　今年の全国財政収支差額は10500億元で、国内総生産の2．8％

に相当し、3％以内に抑制する。債務残高は大体GDPの20％前後であり、

総体としてみて、耐えられるし、安全でもある」と述べている。注51）

2009年中央と地方予算執行状況と2010年中央と地方予算草案の審査結果

報告（財政経済委員会）によれば、主な点は次の通りである。

1．2009年の中央と地方の予算執行状況は総体として良好

2009年の全国財政収入68477億元、前年比11．7％増、全国財政支出

75874億九、前年比21．2％増、赤字9500億元、中央財政収入35896億元、

中央財政支出43901億元、中央財政の赤字7500億元、地方財政収入

61202億元、地方財政支出60594億元、差額2000億元は地方政府債
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発行で埋めた。

2009年末、中央財政国債残高60237．68億元である。

2．国務院の提出した2010年中央と地方予算草案、全国財政収入73930億

元、前年比8％増、中央予算に入れる安定調節基金100億元、全国財政

収入総量74030億元、全国財政支出84530億元、前年比11．4％増。全

国財政収支差額は10500億元で前年比1000億元増加。中央財政収入

38060億元、前年比6％増、安定調節基金100億元を入れて、全国財

政収入総量は74030億元、中央財政支出46660億元、前年比6．3％増。

中央財政支出中、中央本級支出16049億元、前年比5％増、中央の地方

税収返還および移転支払30611億元、前年比7％増。中央財政収支赤字

8500億元、前年比1000億元増加。中央財政国債残高限度額71208．35

億元、地方財政収入66481億元、前年比8．6％増、地方財政支出68481

億元、前年比13％増。地方財政収支差額2000億元、財政部が代理発行

する地方政府債券でうめる。注55）

2010年の主要任務の要点としてば　財政赤字10500億元　うち中央財

政赤字8500億元、地方債2000億元を代堪発行し地方財政予算に入れる。

中央財政による“三農’’への投入は、8183億元で、前年比930億元増加となっ

ている。2010年は都市部住民基本医療保険と新型農村合作医療制度の財政

補助基準を120元に引き上げ、前年比50％増とする。

財政力が強化されることにより、医療保険の財政補助基準も引き上げられ

てきた。

10，三農問題について

中国経済にとって、解決がもっとも困難な問題の一つが三農問題といえよ

う。当面の‘‘三農’’問題は農民収入、農村市場消費と農村労働力移転の三万

両に集中的に具現する。都市と農村を統一的に発展させることは、中国に長
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期に存在する都市農村二元経済と社会構造を改変することに対して特別に重

要な意義がある。収入を増加させる一つの方法は　農民の負担を軽減するこ

とである。もうひとつの方法は、第二次産業、第三次産業を発展させて、農

民が都市に行って働くことを助けることである。収入問題、消費問題、就業

問題はみな“三農’’工作車の大問題である。‘‘三農’’工作は、多くの伝統的、

非伝統的チャレンジに直面している。非伝統的チャンレンジは　当面の新情

勢下で出現した新しい困難である。第一に、農業生産が新しいレベルに達す

るには制約がますます多い。2009年に食糧生産は10616億斤となったが

これは多くの有利な要素がともに作用した結果であり、この生産量を維持す

ることは容易ではない。この基礎の上に、食糧生産を新しいレベルに引き続

き引き上げることはたいへん困難なことである。第二に、農民の収入のか

なり速い増加を保持することの難度はますます大きい。2009年農民家庭経

営収入は2．2％増加したに過ぎない。外に出て働くことによる賃金性収入は

11．2％増であった。財癌性収入は12．9％増加した。増加が最も速いのは移転

性収入であり、23．1％増加した。第三に、農業発展方式転変の要求はますま

す高い。日下中国の農業はなおたいへん粗放である。農業発展方式の転変は

非常に切迫している。第四に、都市農村二元構造打破の任務はますます重い。

日下、新型農村合作医療、養老保険、最低生活保障等の制度はすでにできた。

次に、都市農村公共サービス均等化実現の難度は大変大きい。都市農村二元

構造打破は、なお任務は重く道は遠い。

中国の都市化の水準は46％である。工業化国家の70％の都市化水準とは

20％以上の差がある。どのようにこの空間を利用するか、は今後二、三十年

中国経済が長期に持続的で快速に成長するためのエネルギーがここにある。

都市化の問題に対して、以下の諸点を把握すべきである。

第・に、構造調整内需拡大のために、都市化は重要な頼りどころである。

都市化と新農村建設は中国の経済成長の長続きするエネルギーである。
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第二に、当面の都市化の重点をしっかりと把握しなければならない。今回

の政策傾向はたいへん明確である。中小都市と小さな町が重点である。

目下、中国の都市部の人口は6億を超えたばかりである。15億の人口ピー

クに基づいて、70％の都市化で計算すると、今後まだ4億人が都市に行かね

ばならない。目下何万大規模の県城は、人口が倍増、二倍増も可能である。

農民が都市部に行くには、コストの聞題がある。中小都市と小さな町は　農

民の購買力にさらに近い。

第三に、条件のある農業移転人LIが都市部に行き落ち着くことを促進し、

あわせて当該都市部住民と同等の権益を有するようにすることば　都市化の

重要な任務である。注56）

2009年は農業関係の貸付の増加速度が速く、初めて各種の貸出の増加速

度を超えた。年末の農村貸付残高は7．47兆元で、前年同期比34．4％増え

た。増加速度は前年末よりも16．0％高かった。同期の各種貸付よりも1．4％

高かった。年間で　新しく増えた農村貸付は2．03兆元で　各種貸付の増加量

の19．3％を占める。農家への貸付も快速で増加し、2009年末の農家への貸

付残高は2．01兆元で、前年同期比32．7％増えた。増加速度は前年末よりも

16．3％高くなった。年間で新しく増えた農家への貸付は4972億九で　同期

の庶民への新しく増加した貸付の20．2％であった。農業貸付の2009年末残

高は1．95兆元で　前年同期比25．2％増えた。増加速度は前年末比15．2％高

くなった。年間で新しく増えた農業貸付は4246億元。洋57）

2010年1月31日、2004年以来第7号の農業と農村工作を指導する中央

1号文件が出された。中央農村工作領導小組の陳錫文副組長は、2010年の中

央1号文件中、重点は都市農村の発展を統一的に按配する力を更に大きくし、

農業農村発展の基礎を固めることである、とした。桁8）
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11．おわりに

中国の温家宝首相は「私はかって“自信は金や通貨よりもさらに重要であ

る’’といった。一年余りが過ぎた。我々は自信によって、勇気と力を増した」

と述べた。洋5〔））

今、中国と日本とを比較して、自信の違いは大きい。特に、2010年に中

国の国内総生産が日本を追い越すことが確実となったことも影響がないとは

いえない。先進国の地位が相対的に落ちて、新興国が伸びてくる傾向は　日

本と中国との関係だけにとどまらない。

日本は人口が減少し始めたが、中国では人口がまだ増えつつある。国家人

口計画生育委員会李斌主任へのインタビュー記事で、次のようなことが書い

てあった。

・中国は世界で人目が最も多い国で、現任の人口は13．28億、米国より

も10億多く、毎年の出生人口は1600万いる。

・推計では　生育率が1970年代初めの水準では現有総人口は17億を超

える。一人っ子政策で、30年間で4億の人口を少なく生んだ。

・中国の人口総量はたいへん大きく、老年人口の比率が高まっても、労

働力資源に対してはあまり大きな影響がない。2050年でも労働年齢人

口はなお8億人を超え、就業の任務はなお大変重い。

・目下、中国の流動人用ますでに2億に達した。今後二、三十年は中国

の人目都「印ヒ速度が全面的に速まり、人口移動規模が最大で　3億前

後の人口が農村から都市部に進入する。郁0）

ビジネスの上で、日本にとって必要なことば　隣国中国の発展をうまく自

国経済に取り込んで、日本が中国の発展の恩恵にあずかることが大切であろ

う。中国が発展を続けているとはいえ、これまでみてきたように、中国も種々

問題を抱えている。そのために、ビジネスの上でリスクが任じる。

これまでも、日本を含む外国企業は　中国ビジネスで、リスクに直面し、
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損を出したケースは枚挙にいとまがない。融資したカネが返済されなかった、

売上代金が回収できなかった等は多くの企業が経験してきたことである。

リスクは、中国経済全体に係るリスクと、個別企業のリスクとがある。国

際金融危機のように、外国からの影響を受けるものもある。

そこで、可能性のあるリスクを評価し、企業として取ることのできるリス

クはどこまでなのかを判断し、取りうるリスク以上のものを取らないように

することが必要になる。それには、企業として、中国のリスクを冷静に分析

し判断する部門が必要になる。人材の育成も長期的に行う必要がある。中国

ビジネスには問題も多いが、長期的に見て、無視できない市場であり、本腰

を入れてとり組む必要がある。

しかし、何分にも大国である。中国ビジネスを進める上で　出来るだけ余

計なことをやらないことである。しかし、何が余計なことなのか。その判断

が難しい。時間をかけてでも、専門スタッフを養成することが必要であろう。

企業にとっての中国市場の今後を、洞察できるようにすることがどうしても

必要になる。

これまで見てきたところで、中国の潜在力の大きさが理解できるが、一方

でこれだけ多くの問題を抱えていて、果してこれまで通り高度成長を維持で

きるのか、という問題もある。中国に進出する個別企業は、中国経済の発展

の過程で生じた矛盾から発生するさまざまなリスクをどのようにして回避す

るか、という難しい問題に直面することになる。

以上
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China？sBusinessRisks

aftertheInternationalFinancialCrisis

IsaoOkubo

Abstract

ChmamadeaquickrecoveryaftertheintemationaJGnancialcrisIS．Itissaldthat

2009wasthemostd捕cultyearsince2000and2010istheverycomplicatedyear・In

Greece，lthappenedtheproblemofsoverelgndebt・ThepressuretorevaiueChinese

Yuan－SbecomlngmOreandmoresevere・TheexchangerateofEurowentdown

Sharply・Thetransfbrorthemethodoftheeconomicdevelopmentisqu－teimportant

fbrthesustainabIeeconomicgrowth．

PeopieinChinacannotbehappyonlybecauseChinaattainedthehigheconomic

growth・IftheeconomicgrowthcannotbesharedbythepeopleinChina，theyhave

notenoughmoneytoexpend・TherefbrethelabordisputesinChinaarebeingwatched

Wlthkeeninterestespeciallybyfbrelgninvestors・

EducationisbecomlngmOreandmoreimportantjnChinaHugepopulationin

Chlnaisbeco…nghumanresources．

SharpprlCe－raislngOfreaIestateisthematteroflntereSt．

ItlSgeneraIlyunderstoodthepotentialltyOfChineSeeCOnOmylSquitebig・

However言ntheshortterm，manyPeOPleespeclaIIyoutsideChinafbarthatthe

possibletightmoneypollCymayhlnderthehigheconomlCgrOWth・

FortheeachindividualenterprlSeWhichwenttoChinafbrthepurposeofFDI

（fbreigndlreCtinvestment），ltisnecessarytoprotect什omvarlOuSriskswhichmay

OCCurinthecourseof’hlgheconomicgrowth・
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